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地方環境税の有効性
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1．はじめに
近年，地球温暖化を引き起こす二酸化炭素の排出を抑制するために，EU
等多くの国々が国レベルで石油・石炭など化石燃料に，炭素の含有量に応じ
て課税する炭素税を導入している。日本では，2012年10月より環境税として
地球温暖化対策税が導入されており，また，いくつかの地方自治体でも環境
税の導入が検討されている。例えば，北海道は独自の炭素税導入を検討し，
2002年3月に「環境目的税の導入に向けた道の考え方」においてその制度案
を発表している。東京都は「平成21年度東京都税制調査会中間報告」におい
て全国規模の地方税としての炭素税を検討している。このように，環境税の
導入について地方財政の苦しい現状や分権政策との整合性を考慮して，地方
税として導入するべきであるという議論も浮上している。
このような現状を背景として，日本のみならず諸外国において環境税を導
入する際には，その政策決定を中央政府と地方政府のどちらが担うべきなの
か，また，環境税として徴収した財源を一般財源化するか否かによって，環
境税の分権的政策決定にどのような影響を及ぼすかという問題が生じてくる
だろう。そこで，本稿ではこのような環境税の導入における問題に注目して，
理論的観点から国と地方の政策決定におけるメリット・デメリットを比較し，
環境税についての効率的な財政システムについて考察する。
環境政策の分権的決定に関して越境汚染が存在する状況で分析されている
先行研究に，Markusen（1975），Dasgupta. et. al（1997）等がある。彼等は
分権下で決定される環境税率等の環境政策が過小な水準（汚染物質排出量が
過大な水準）に至ることを示している。この結果の解釈については次のよう
になる。各地方政府が環境税率の引き上げ等環境政策の水準を高めると，ス
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ピルオーバー効果を通じて，自地域のみならず他地域の環境も改善すること
になる。ところが，各地方政府はこのような正の外部性を考慮せずに環境税
率の水準を決定している。すなわち，各地方政府は課税の限界便益を過小評
価するために，過小な税率（過大な汚染物質排出量）が実現されることにな
る。
また，環境政策の分権的決定に関して越境汚染が存在しない状況で分析さ
れている先行研究には，Oates and Schwab（1988），Kunce and Shogren
（2005）等がある。Oates and Schwab（1988）では，地域間資本移動を想
定して環境政策の分権的決定について分析している。資本課税の分権的政策
決定に関しては，従来 Zodrow and Mieszkowski（1986）等の先行研究にお
いて，地方政府間で自地域に資本を流入させようとする税率引き下げ競争が
行われ，社会的に過小な税率が実現されることが知られている。ところが，
Oates and Schwab（1988）では，資本移動を想定した場合，環境政策を分
権的に決定する状況においては，効率的な資源配分が実現できることを示し
ている。これは，自地域内の環境規制を緩和すると，自地域に資本が流入し
自地域の財の生産量は増加し，賃金所得が増加するというメリットがある一
方で，汚染物質排出量の増加に伴い環境ダメージが増大するというデメリッ
トが生じることに起因している。
このようなOates and Schwab（1988）では，企業は各地域に固定されて
おり，利潤は地域内の住民の所得に配分される状況を想定して分析されてい
る。それに対して，Kunce and Shogren（2005）では，Oates and Schwab（1988）
をベースに企業の利潤を明示し，地域間の資本移動のみならず，企業の地域
間移動も想定して環境政策の分権的決定について分析している。その結果，
必ずしも分権的な環境政策の決定により効率的な資源配分が実現できるとは
限らないことを示している。さらに，Markusen, E. Morey and N. Olewiler
（1993，1995）では，汚染物質排出企業の誘致を想定した財政システムの比
較分析を行っており，分権的政策決定において環境税率が過小な水準に至る
ことを示している。
以上のような環境政策に関する財政システムの比較分析等を行っている先
行研究では，集権下では中央政府は完全情報下での政策決定を行っており，
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また，分権下では越境汚染と租税輸出という2つの外部性が存在する状況を
想定した分析は行われていない。ここで，租税輸出とは，各地域の地方政府
が自地域内の地域間を移動しない企業の利潤に対して課税する状況で，その
課税対象企業が非居住者によって一部所有されるときには，非居住者に税負
担をさせることになり，この課税コストを考慮しないために過大な法人税率
が実現するという状況である。住民が自地域のみならず他地域の企業の株式
も保有する状況は，現実経済において多くみられる。したがって，分権的な
税率決定の問題を議論する際には，このような租税輸出効果の存在も考慮し
て分析することが必要である。さらに，従来の先行研究では環境税の財源は
一般的な公共財供給のみの支出にあてられる状況が想定されている。
そこで，本稿では，集権下では政府は企業の財の生産により排出される汚
染物質が環境に与える被害を正確に把握できない情報の非対称性の問題と分
権下では越境汚染と租税輸出という2つの外部性が存在する状況を想定して，
財政システムの比較分析を行っている。さらに，環境税の財源の一般財源化
に関する議論も取り入れた，より一般的なモデルの枠組みで環境税について
の財政システムの比較分析を行っている。
本稿の結果として，まず，分権下で決定される環境税率については，越境
汚染の程度よりも租税輸出効果が大きい（小さい）場合には，均衡において
過大（過小）な税率が実現することを示している。また，汚染物質が環境ダ
メージに与える影響が大きくなると，分権下での均衡における環境税率が過
小な水準になる可能性が高くなることを示している。さらに，一般財源化さ
れると，分権下での均衡における環境税率が過大な水準になる可能性が高く
なることも示している。
財政システムの比較分析の主要な結果として，各地域の住民が他地域企業
の株式をある程度保有する場合，越境汚染の程度が大きい（小さい）ときに
は，分権（集権）下での政策決定が望ましくなる可能性があることを示して
いる。この結果の解釈については次のようになる。越境汚染の程度が小さい
ときには，分権下では租税輸出効果が強く働き，集権的政策決定の方が望ま
しくなる。ところが，越境汚染の程度が大きくなると，環境保全に関する課
税の限界便益をより過小評価することにより，税率を過小な水準に決定する
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地方政府のインセンティブが強くなり，この効果が租税輸出効果を相殺する
ために，分権的政策決定の方が望ましくなるというものである1。
次節では，モデルの定式化を行う。3節では労働市場の分析を行い，4節
ではファーストベスト解を導出する。5節では，集権的政策決定についての
分析を行い，6節では分権的政策決定についての分析を行う。このような分
析結果を踏まえて，7節では環境税についての財政システムの比較分析を行
う。そして，最後の8節では，本稿のまとめ及び今後の課題について述べる。
2．モデル
地域1と地域2の2地域から構成される1国を想定する。各地域は同質的
な地域であるとする。各地域には同質的な住民が存在し，また，それぞれに
1社の民間企業が存在する。ここで，2地域の人口は同一であり，その人口
を1に基準化する。尚，本稿では短期的な経済状況を想定するため，住民の
地域間移動はないと仮定する。
各地域の住民は1単位の労働力を保有し，その労働を自地域内の民間企業
に供給することで，賃金を得る。一方，民間企業は自地域の住民から労働を
需要し，私的財を生産する。ここで，企業の財の生産に伴い汚染物質が排出
され，汚染物質は他地域にもスピルオーバーするとする。住民は賃金所得と
自地域と他地域の民間企業の利潤からの配当をもとに私的財を消費する2。
中央集権下においては，中央政府は各地域の企業の汚染物質排出に対して環
境税を課し，その財源をもとに各地域の地方公共財供給と環境改善への投資
に支出する。一方，地方分権下においては，各地方政府は自地域の企業の汚
染物質排出に対して環境税を課し，その財源をもとに自地域の地方公共財供
給と環境改善への投資に支出する。
1 本稿と関連のある先行研究Oates（1972）では，スピルオーバー効果が大きい場合には
集権的な政策決定が望ましく，スピルオーバー効果が小さい場合には，分権的な政策決定
が望ましいという結論を提唱しているが，本稿は逆の結果が生じる可能性を示している。
2 例えば，中国では株式化された汚染排出企業でもある鞍山鉄鋼集団公司の総株数には，
国家株は全体の49％，従業員持ち株は全体の51％を占めている。
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以下では，まず，各地域に存在する住民と民間企業について説明する。そ
して，地方政府と中央政府について説明する。
地域 i の住民
地域 i の住民は私的財と地方公共財を消費して便益を得る。また，汚染物
質からの環境被害を受ける。そこで，地域 i の住民の効用関数を次のように
表す。


   ⑴
効用関数⑴式において，xi は地域 i の住民の私的財消費量を表す。は地域
i の住民の地方公共財消費量を表し，θは地方公共財の選好を表すパラメー
ターとする。αは，汚染物質排出が環境に与えるダメージの程度を表し，高
い水準である場合をと表し，低い水準である場合をと表す（）。
ここで，本稿では同質的な地域を想定しているため，汚染物質によるダメー
ジの程度 αは各地域で同一であるとする。各地方政府は自地域の環境ダメー
ジの程度 αを正確に把握することができるが，中央政府は各地域の環境ダ
メージの程度を正確に把握することが困難であり，低い水準である確率を
p，高い水準である確率を1－pという信念をもつとする。yi は地域 i の汚
染物質排出量を表し，Ei は地域 i の環境保全投資の水準を表す。λはスピル
オーバー効果の水準を表し，正のスピルオーバー効果が及ぶとする（0λ
1）。yj は他地域 j の汚染物質排出量，Ej は他地域 j の環境保全投資の水準
を表している。γは金銭から排出量への換算を表している。
地域 i の住民は1単位の労働を自地域の企業に供給し，賃金率の下で賃
金を得る。また，各地域の民間企業の利潤は，配当として各地域の住民に還
元されるものとする。地域 iの住民は，このような賃金所得と各民間企業か
らの利潤配当をもとに，私的財を消費する。したがって，地域 i の住民の予
算制約式は次のように表される。
	 	 ⑵
⑵式において，πi は地域 i の課税後の民間企業の利潤を表し，πj は地域 j
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の課税後の民間企業の利潤を表している。s は株式保有の割合（0s1）
を表しており，s が大きいほど他地域よりも自地域の企業の株式を多く保有
する状況を表している。
地域 i の民間企業
各地域の民間企業は，自地域住民から供給される労働を投入要素として，
私的財を生産する。本稿では私的財市場についての明示的な議論は捨象し，
ここでの私的財はニュメレール財とする。これは，例えば，私的財が超過需
要となった場合には外国から同様の財を輸入することで，または私的財が超
過供給となった場合は，その財を輸出することで私的財の価格が一定に保た
れる，と解釈することができる。尚，本稿では，民間企業によって生産され
た私的財は地方公共財や住民が消費する私的財の生産に利用されるとする3。
企業の1単位の私的財の生産に伴い，1単位の汚染物質が排出されるとす
る。そして，地域 i の民間企業の私的財生産量も yi と表し，生産関数を次の
ように表す。ここで，Li は地域 i の民間企業の労働需要量を表す。


 ⑶
地域 i の地方政府は環境税率 ti で，自地域の民間企業の汚染物質排出に対
して課税する。したがって，課税後の地域 i の民間企業の利潤は次のように
表される。
 ⑷
地域 i の地方政府
地域 i の地方政府は環境税率 ti で，自地域の民間企業の汚染物質排出に対
して課税し，その税収を財源に地方公共財供給と環境保全投資に支出する。
したがって，地域 i の地方政府の予算制約式は次のようになる。
3 これらの仮定は経済の生産サイドを簡単化するためのものである。このような設定の下
で財政に関する理論分析を行った研究に例えば，Boadway and Keen（1996）が挙げられ
る。
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 ⑸
ここで，， とし，βは一般財源化の程度を表して
いる。
地域 i の地方政府は，予算制約式⑸式の下で，自地域住民の効用の和であ
る自地域の厚生Wi（＝ui）を最大化する環境税率 ti を決定する。
中央政府
中央政府は各地域の民間企業の汚染物質排出に対して一律の水準 t で環境
税を課し，その税収を財源に各地域への地方公共財供給と環境保全投資に支
出する。ここで，財源のうち一般財源化の程度 βの割合ほど地方公共財供
給に支出し，1－βの割合ほど環境保全投資に支出する。
    ⑹
⑹式の左辺は各地域からの税収を表し，右辺は各地域への公共財供給と環
境保全投資の支出を表している。中央政府は，各地域における汚染物質排出
が環境に与えるダメージの程度を正確に把握することができない状況下で，
政策決定を行わなければならない。したがって，中央政府は予算制約式⑹式
の下で，期待社会厚生を最大化する環境税率を決定する。
ゲームの流れは次のようになる。まず，中央集権下では，中央政府が各地
域の企業の汚染物質排出に対する環境税率を決定する。その後，各地域の労
働市場において賃金率が決定される。このような意思決定が行われた後に，
各地域の民間企業は自地域から労働を需要して私的財を生産し，中央政府は
各地域から環境税による税収を徴収し，その財源で各地域の地方公共財供給
と環境保全投資に支出する。
一方，地方分権下では，各地域の地方政府が独立的に自地域の環境税率を
決定する。その後，各地域の労働市場において賃金率が決定される。このよ
うな意思決定が行われた後に，各地域の民間企業は自地域から労働を需要し
て私的財を生産し，各地方政府は自地域からの環境税による税収を徴収し，
その財源で自地域の地方公共財供給と環境保全投資に支出する。次節より，
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このようなゲームをバックワードで解いていく。そこでまず，次節では労働
市場についての分析を行う。
3．労働市場
この節では労働市場の分析を行い，均衡賃金率を導出する。これにより，
均衡における民間企業の利潤及び住民の予算制約式が決定される。まず，地
域 i の民間企業の労働需要関数を導出する。各企業は，課税後の利潤⑷式を
最大化するように労働需要量を決定する。労働需要の一階条件から，地域 i
の労働需要関数が次のように求められる。


 


⑺
一方，地域 i の労働供給については，各地域の住民は1単位の労働を自地
域の民間企業に供給し，各地域の人口は1に基準化されている。したがって，
地域 i の労働供給量は1となる（＝1）。
以上より，労働の需給一致の条件（）より，均衡賃金率は次のよ
うに導出される。ここで，均衡賃金率をと表す。




⑻
したがって，均衡における地域 i の民間企業の利潤は，⑻式を⑷式に代入
することにより，次のように求められる。



⑼
また，均衡における地域 i の住民の予算制約式は⑵式に⑻式と⑼式を代入
することによって以下のように求められる。

  

⑽
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4．ファースト・ベスト
この節では，ファーストベストな環境税率の水準について分析する。すな
わち，2地域の厚生の和である社会厚生を最大化するような各地域の環境税
率の水準を求める。そこで，労働市場を前提として，政府の予算制約式と住
民の予算制約式を社会厚生に代入すると，次式のような社会厚生が得られる。
ここで，社会厚生を SW と表す。

  

 

      

  

 

   ⑾
   
同質的な地域を想定しているため，対称解（t1＝t2＝t）に限定して，環境
税率についての一階条件を求め整理すると次の条件が得られる。


 


   ⑿
条件⑿式の左辺第一項目は環境税率を限界的に引き上げたときに地方公共
財供給量が増加することによる便益の増加分を表している。左辺の第二項目
は環境税率を限界的に引き上げたときに環境保全投資が増加することによる
環境ダメージの低下分を表している。したがって，条件⑿式の左辺は環境税
率についての限界便益を表している。また，条件⑿式の右辺は，環境税率を
限界的に引き上げたときに民間企業の利潤が減少し，株式配当を通じて住民
の私的財消費量が減少することによる便益の減少分を表している。よって，
条件⑿式の右辺は環境税率についての限界費用を表している。
条件⑿式より，次のようなファーストベスト解が導出される。ここで，
ファーストベスト解を tFB と表す。


   
⒀
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5．集権的政策決定
中央政府は汚染物質の排出が各地域の環境にどのような影響を及ぼすかを
正確に把握することができない状況下で環境税率の水準を決定する。中央政
府が，汚染物質の排出がそれぞれの地域の環境に及ぼす影響が小さいと予想
する確率は pと仮定されているので，住民の予算制約式と政府の予算制約式
を代入した期待社会厚生は次式のようになる。ここで，期待社会厚生をESW
と表す。



 

      ⒁
期待社会厚生⒁式を最大化する環境税率についての一階条件を求め整理す
ると，次の条件が得られる。


 


     ⒂
条件⒂式の左辺第一項目は環境税率を限界的に引き上げたときに地方公共
財供給量が増加することによる便益の増加分を表している。左辺の第二項目
は環境税率を限界的に引き上げたときに環境保全投資が増加することによる
期待環境ダメージの低下分を表している。したがって，条件⒂式の左辺は環
境税率についての期待限界便益を表している。また，条件⒂式の右辺は，環
境税率を限界的に引き上げたときに民間企業の利潤が減少し，株式配当を通
じて住民の私的財消費量が減少することによる便益の減少分を表している。
よって，条件⒂式の右辺は環境税率についての限界費用を表している。
条件⒂式より，次のような集権下での最適税率が導出される。ここで，集
権下での最適税率を tc と表す。


     
⒃
ここで，ファーストベスト解⒀式との比較から，汚染物質の排出が環境ダ
メージに与える影響が小さい（大きい）ときには，中央政府により決定され
る最適税率は過大（過小）な水準となることがわかる。
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6．分権的政策決定
ここでは，各地方政府が独立的に自地域の厚生を最大化するように環境税
率を決定する状況について分析する。ここで，地域 i の住民の予算制約式と
政府の予算制約式を代入した地域 i の厚生は次式のようになる。

  

 

  ⒄
  
厚生⒄式を最大化する環境税率についての一階条件を求め整理すると，次
の条件が得られる。


 


 


⒅
条件⒅式の左辺第一項目は環境税率を限界的に引き上げたときに地方公共
財供給量が増加することによる便益の増加分を表している。左辺の第二項目
は環境税率を限界的に引き上げたときに環境保全投資が増加することによる
環境ダメージの低下分を表している。したがって，条件⒅式の左辺は環境税
率についての限界便益を表している。また，条件⒅式の右辺は，環境税率を
限界的に引き上げたときに民間企業の利潤が減少し，株式配当を通じて住民
の私的財消費量が減少することによる便益の減少分を表している。よって，
条件⒅式の右辺は環境税率についての限界費用を表している。
条件⒅式より，次のような分権下における均衡税率が導出される。ここで，
地域 iの均衡税率をと表す。



  
⒆
ここで，ファーストベスト解⒀式と分権下における均衡税率⒆式を比較す
ると，次の命題が得られる。
命題1
・ s＞－2λαγ（1－β）＋1のとき，	
・ s＝－2λαγ（1－β）＋1のとき，	
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· s＜－2λαγ（1－β）＋1のとき，
証明
ファーストベスト解⒀式と分権下における均衡税率⒆式の差をとると，


   


  
⒇
となる。⒇式より，次の関係が求められる。
	
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したがって，命題1が得られる。□
以下では，命題1の解釈について説明する。まず，ファーストベストにお
ける一階条件⑿式と分権的政策決定における一階条件⒅式を比較すると，分
権下では各地方政府は環境保全投資の限界便益を過小評価し，さらに，限界
費用も過小評価していることがわかる。
限界便益については，分権下において，各地方政府が自地域の環境を改善
するために環境税率を引き上げると，自地域の環境を改善するのみならず，
スピルオーバー効果を通じ他地域へ波及する汚染物質も削減しているため，
他地域の環境も改善することになる。ここで，各地方政府は環境税率の引き
上げが他地域の環境も改善していることを考慮せずに税率を決定しているた
め，分権下では限界便益は過小に評価されている。
一方，限界費用については，分権下において各地方政府が環境税率を引き
上げると，自地域の企業の利潤は減少し，それにより，自地域住民の私的財
消費量が減少するだけでなく，株式配当を通じて他地域住民の私的財消費量
も減少することになる。ここで，各地方政府は，環境税率の引き上げが株式
配当を通じて他地域住民の私的財消費量も減少させていることを考慮せずに
税率を決定しているため，分権下では限界費用は過小に評価されている。
ここで，もし，s＞－2λαγ（1－β）＋1が成立する場合，分権下では地方政
府による環境税についての限界便益の過小評価の程度が限界費用の過小評価
の程度よりも大きくなるため，均衡税率が過小な水準になる。
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図1：環境税の分権的政策決定
一方もし，s＜－2λαγ（1－β）＋1が成立する場合，分権下では地方政府に
よる環境税率についての限界便益の過小評価の程度が限界費用の過小評価の
程度よりも小さくなるため，均衡税率が過大な水準になる。
さらに，s＝－2λαγ（1－β）＋1が成立する場合には，分権下において限界
便益の過小評価の程度と限界費用の過小評価の程度が等しくなるため，均衡
税率はファーストベスト解と一致する。
21式の関係を図示すると，図1のようになる。
図1より汚染物質が環境ダメージに与える影響 αが大きくなると，均衡
税率が過小な水準になる（＞）領域が拡大することがわかる。また，
より一般財源化（βの増大）されると，均衡税率が過大な水準になる（
＜）領域が拡大することがわかる。したがって，次の命題が得られる。
命題2
・汚染物質が環境ダメージに与える影響が大きくなると，分権下での均衡税
率が過小な水準になる可能性が高くなる。
・一般財源化は，分権下での均衡税率を過大な水準にする可能性を高くする。
命題2の解釈については以下のようになる。まず，汚染物質が環境ダメー
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ジに与える影響が大きくなると，分権的政策決定における一階条件⒅式より，
地方政府は環境保全投資の限界便益を過小評価する程度が大きくなる。した
がって，ある株式保有割合 s の下で，スピルオーバー効果 λが小さいときで
も過小な税率が実現する状況になる。
次に，一般財源化の程度 βが高まると，分権的政策決定における一階条
件⒅式より，地方政府は環境保全投資の限界便益を過小評価する程度が小さ
くなる。したがって，ある株式保有割合 s の下で，スピルオーバー効果 λが
十分大きくならなければ，過小な税率が実現しない状況になる。
7．集権と分権の政策比較
この節では，環境税についての集権的政策決定と分権的政策決定の比較分
析を行い，環境税の課税自主権を地方に移譲することが望ましいか否かにつ
いて考察する。ここで，事前の段階で中央政府が各地方政府に環境税の課税
自主権を移譲するべきか否かについて考察するため，期待社会厚生による財
政システムの比較分析を行う。すなわち，集権下での最適税率における期待
社会厚生と分権下での均衡税率における期待社会厚生を導出し，各財政シス
テムにおける期待社会厚生の比較を行う。
まず，集権下での最適税率における期待社会厚生は次のようになる。


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ここで，    とする。
一方，分権下での均衡税率における期待社会厚生は次のようになる。
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
ここで，F≡1＋s－2αγ（1－β）とし，のときを	，のときを	
と表す。
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図2：期待社会厚生の比較
いま，本稿のモデルにおける各パラメーターを p＝12，θ＝1，γ＝
1
2，
＝1，＝3とある値に定め，一般財源化の程度について β＝12とする。こ
のとき，期待社会厚生の大小関係について次の関係が成立する。







 


 
  24


 





 



期待社会厚生の大小関係24式をシミュレーション分析により図示すると，
図2のようになる4。
図2より，次の命題が得られる。
命題3
・自地域企業の株式保有の割合 s が十分小さいときは，越境汚染の程度 λに
関わらず，集権下での政策決定が望ましい。
・自地域企業の株式保有の割合 s が中程度のときは，越境汚染の程度 λが大
4 期待社会厚生の大小関係の比較分析については，両財政システムにおける期待社会厚生
関数が複雑であり一般的に解析することが困難であるため，ここではシミュレーション分
析を行っている。
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きい（小さい）ときには，分権（集権）下での政策決定が望ましい。
・自地域企業の株式保有の割合 s が十分大きいときは，越境汚染の程度 λに
関わらず，分権下での政策決定が望ましい。
命題3の解釈は以下のようになる。まず，自地域の株式保有の割合 s が十
分小さいときには，他地域企業の株式保有の割合が十分大きくなる。そのた
め，分権下の政策決定においては租税輸出効果が非常に強くはたらくことに
なり，各地方政府に環境税率を過大に決定するインセンティブが強く生じる
ことになる。このような分権下の政策決定における非効率性は，集権下の政
策決定における情報の非対称性による非効率性よりも大きくなり，越境汚染
の程度に関わらず，集権的政策決定が望ましくなる。
次に，自地域企業の株式保有の割合 s が中程度のときには，分権下の政策
決定において租税輸出効果がはたらき，各地方政府に環境税率を過大に決定
するインセンティブが生じることになる。ところが，越境汚染の程度が大き
くなると，各地方政府に環境保全投資の限界便益を過小評価する程度が増大
してくる。したがって，越境汚染の程度が大きくなると，各地方政府には環
境保全投資の限界便益の過小評価により，過小な税率に決定するインセン
ティブも生じてくるため，租税輸出効果による過大な税率に決定するインセ
ンティブを弱めていくことになる。よって，越境汚染の程度が大きくなると，
税率決定における相反する2つの外部性が互いに相殺されて，分権下では均
衡における環境税率が効率的な水準に近づいていくことになる。
このようなことから，越境汚染の程度が小さいときには，集権的政策決定
における情報の非対称性による非効率性よりも分権的政策決定における租税
輸出効果による非効率性の方が大きいため，集権的政策決定が望ましくなる。
ところが，越境汚染の程度が大きいときには，分権的政策決定における租税
輸出効果が弱められ，その非効率性が集権的政策決定における情報の非対称
性による非効率性よりも小さくなるため，分権的政策決定が望ましくなる5。
そして，自地域企業の株式保有の割合 s が十分大きいときには，住民は他
地域企業の株式をほとんど保有していないため，分権的政策決定においては
租税輸出効果がほとんど生じない。他方，集権的政策決定においては，情報
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の非対称性による非効率性が存在する。したがって，自地域企業の株式保有
の割合が十分大きいときには，越境汚染の程度に関わらず分権的政策決定が
望ましくなる。
以上の分析結果より，次のような本稿のインプリケーションが考えられる。
各地域の住民が自地域のみならず他地域の企業の株式も保有する一般的な状
況の下では，越境汚染が小さい汚染排出企業については，国が環境税を課す
ことが望ましく，一方，越境汚染が大きく波及する汚染排出企業については，
各地域の地方自治体が環境税を課すことが望ましいと考えられる。すなわち，
越境汚染が大きく波及する汚染排出企業に関して，地域住民の株式保有の状
況によっては，国が環境税の課税自主権を地方に移譲することが望ましくな
る可能性も考えられる。
8．おわりに
本稿では，中央集権下で汚染物質が環境に与える被害を中央政府が正確に
把握できない情報の非対称性の問題と地方分権下で越境汚染と租税輸出とい
う2つの外部性が生じる状況に注目して，環境税についての財政システムの
比較分析を行った。
結果として，まず，分権下で決定される環境税率については，越境汚染の
程度よりも租税輸出効果が大きい（小さい）場合には，過大（過小）な税率
が実現することが示された。また，汚染物質が環境ダメージに与える影響が
大きくなると，分権下において決定される環境税率が過小な水準になる可能
性が高くなることが示された。さらに，より一般財源化されると，分権下に
おいて決定される環境税率が過大な水準になる可能性が高くなることも示さ
れた。
5 一般財源化すると，図2の分権下での均衡税率における期待社会厚生と集権下での最適
税率における期待社会厚生を等しくする境界線は，上方にシフトすることになる。これは，
一般財源化により，分権下では租税輸出効果が強く働き，均衡税率がより過大な水準に至
るため，スピルオーバー効果が十分大きくなければ，租税輸出効果を相殺できないことに
起因している。
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そして，財政システムの比較分析の主要な結果としては，各地域の住民が
他地域企業の株式をある程度保有する場合には，越境汚染の程度が大きい（小
さい）ときには，分権（集権）下での政策決定が望ましくなる可能性がある
ことが示された。
今後の課題としては，以下のようになる。まず，本稿の7節では，環境税
についての集権的政策決定と分権的政策決定の比較分析を行っているが，分
析が複雑であるため，地方公共財の選好等の外生変数をある特定の値の下で
財政システムの比較分析を行っている。したがって，地方公共財の選好等の
外生変数を様々な値をとり得る状況を想定した分析も検討することが必要で
ある。また，本稿では短期的な経済状況を想定しているため，企業や住民の
地域間移動がない状況で分析を行った。したがって，長期的な観点から地方
環境税の有効性を検討するために，企業の地域間移動あるいは住民の移住を
想定した状況で分析を行いたいと考えている。そして，本稿では住民による
自地域と他地域の株式保有の割合は外生変数として分析されている。そこで，
住民の株式保有の割合を内生化して，より一般的なモデルにおいて本稿と同
様の問題意識で分析を行いたい。さらに，本稿では同質的な地域を想定した
分析を行っているので，株式保有の割合，人口，企業の生産技術やスピルオー
バー効果の程度等が地域間で異なる非対称な地域を想定した分析についても
本稿をベースとして今後検討したいと考えている。
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